様式１
令和　　年　　月　　日

事業参加者要件確認書

所在地
法人等名（構成員名）
代表者職氏名

募集要項に示された事業参加者要件については、下記のとおり満たしています。
記
	１　募集要項第２第１項（本事業の実施に関する知見を有し、業務を的確に実施できる管理・実施能力を有すること。）に関する項目

	（1） 　適切かつ円滑に事業を実施するための資格を取得した者を有していること。注1
	はい　いいえ

	（2） 　過去２年間に、国・県・市町村から取りまとめ業務を主とした委託事業を直接受注した実績があること。
	はい　いいえ

	２　募集要項第２第２項（本事業に係る経理及びその他の事務について、適切な管理体制及び処理能力を有すること。）に関する項目

	（1） 　役員（法人でない団体の代表者又は管理人を含む）及び本業務に関わる職員に、破産者で復権を得ない者がいないこと。
	はい　いいえ

	（2） 　次のアからウのいずれかに該当する者でないこと。
　ア　　民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされた者及びその開始決定がされている者。
　イ　　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく再生手続開始の申立てがなされた者及びその開始決定がされている者（同法附則第２条の規定によりなお従前の例によることとされる更正事件に係るものを含む。）
　ウ　　破産法（平成16年法律第75号）に基づく破産手続開始の申立てがなされた者及びその開始決定がされている者（同法附則第3条第1項の規定によりなお従前の例によることとされる破産事件に係る者を含む。）
	はい　いいえ

	（3） 　法人税、消費税、法人事業税、法人県民税及び地方消費税を滞納している者でないこと。
	はい　いいえ

	（4） 　労働保険（労働者災害補償保険及び雇用保険をいう。）及び社会保険（健康保険及び厚生年金保険又は船員保険をいう。）に加入し、かつ、保険料の滞納がないこと。
	はい　いいえ

	３　募集要項第２第３項　（自ら又は実質的に経営権を有する者が、反社会的勢力の構成員、又は過去５年以内にこれに該当したことがある者ではないこと。）に関する項目

	（1） 　役員（法人でない団体の代表者又は管理人を含む）及び本業務に関わる職員に、次のア及びイに該当する者がいないこと。
ア　禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者。
イ　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律77号）第2条第6号に規定する暴力団員及びその利益となる活動を行う者。
	はい　いいえ



注１　様式４の資格一覧に記載されている資格。
様式２
法人等概要書
	（ふりがな）
1 名称
	（　　　　　　　　　　　　　　　　）


	2 所在地
	（〒　　　　　　　　　　　　　　）


	3 代表者職氏名
	


	4 連絡先
	電話番号：
FAX番号：
E-mailアドレス：

	5 設立年月日
	明治・大正・昭和・平成・令和　　　　　年　　　月　　　日

	6 自己資本等
（主な出資者）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	7 役員・従業員数
	役員　　　　人（うち常勤　　　人）
従業員　　　　人（うち正規雇用者　　　人）
その他（　　　　　）　　　人

	8 主な業務内容
	





	9 支店、営業所等の概要
	






注　A4版１枚以内で記入すること。
様式３
役員等名簿

	役職
	（ふりがな）
氏名
	生年月日
	住所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


注１　この表には、次に該当する者について記入すること。
（1） 法人にあっては、履歴事項全部証明書に記入されている全役員
（2） 法人でない団体にあっては、代表者、理事その他法人における経営に事実上参加している役員と同等の責任を有する者
注２　記入欄が不足する場合は、適宜追加すること。


様式４

資格取得者名簿
	（ふりがな）
資格取得者氏名
	資格名
	従事年数
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


注１　　欄が足りない場合には、適宜追加して記入すること。
注２　　法人等が資格取得者を有していることを確認できる資料を添付すること。




【資格一覧】
	資格名
	内容

	技術士
	技術士法（昭和58年法律第25号）第2条第1項に規定する技術士（森林部門に係る者に限る）

	森林総合監理士
（フォレスター）
	森林法施行規則（昭和26年農林省令第54号）第89条に規定する林業普及指導員資格試験の地域森林総合管理区分に合格し、森林総合監理士登録簿に登録された者

	統括現場管理責任者
（フォレストマネージャー）
	林業労働力の確保の促進に関する法律に基づく資金の貸付け等に関する省令（平成8年農林水産省令第25号）第1条第1項に規定する研修終了者名簿に登録された者（登録申請中である者を含む）

	森林施業プランナー
	森林施業プランナー協会が実施する認定試験に合格し、同協会の認定を受けた者

	林業技士
	一般社団法人日本森林技術協会の実施する養成研修を受講し、審査に合格して林業技士登録者名簿に登録された者（林業経営又は森林総合監理部門に限る）




様式５
委託業務受注実績

	委託業務名
	委託元
	委託期間
	業務内容

	
	
	令和　年　月　日～令和　年　月　日
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


注１　過去２年間に国・都道府県・市町村から取りまとめ業務を主とした委託事業を直接受注した実績ついて記入すること。
注２　記入欄が不足する場合は、適宜追加すること。



様式３（第５関係）　　　　　　　         　　　              （応募申請書：事業参加者用）
令和　年　月　日　


令和○年度少花粉森林転換促進事業に係る応募申請書


　愛　知　県　知　事　　殿

申請者の住所：　　　　　
（団 体 名）：　　　　　
申請者の氏名：　　　　　

この度、私は、令和○年度少花粉森林転換促進事業の事業参加者として応募します。
つきましては、関係書類を添えて申請します。

記

１　経費の見込み等
事業名：少花粉森林への転換促進事業
	事 業 種 目
	事　業　内　容
	金　　　　額
	備　　　　考

	ア　林業経営体等の取りまとめに係る事務
	事業参加者の募集
植替活動金及び植替促進費の交付に係る事務
	○○円
	技術者給　　○○円
謝金　　　　○○円
旅費　　　　○○円


	イ　花粉の少ない森林への転換活動に対する支援
	植替活動金の交付
植替促進費の交付
	○○円
	植替活動金　○○円
○ha×12万円
植替促進費　○○円
○ha×35万円
○ha×25万円



注１：備考欄には、積算内訳を記載してください。なお、積算内訳の作成に当たっては、補助対象経費に留意すること。
２：事務経費については、別途詳細な内訳を提出すること。事務経費は、提出した金額を超えて精算することはできない。
３：人件費の算定については別添の別紙「補助事業等の実施に要する人件費の算定等の適正化について」を参照すること。


式２（第５、第７、第８関係）
	環境負荷低減のチェックシート（少花粉森林転換促進）

	事業実施主体名
	

	提出時期
	申請時（します）□
	報告時（しました）□

	記入年月日
	令和　　　　年　　　　月　　　　日

	
	
	

	
	
	

	
	チェック
	（１）適正な防除

	1 
	□
	※農薬を使用する場合（該当しない □）
農薬の適正な使用・保管

	2 
	□
	※農薬を使用する場合（該当しない □）
農薬の使用状況等の記録・保存



	
	チェック
	（２）エネルギーの節約

	1 
	□
	オフィスや車両・機械等の電気・燃料の使用状況の記録・保存に努める

	2 
	□
	省エネを意識し、不必要・非効率なエネルギー消費をしないこと（照明、空調、ウォームビズ・クールビズ、燃費効率のよい機械の利用等）を検討

	3 
	□
	環境負荷低減に配慮した商品、原料等の調達を検討



	
	チェック
	（３）環境関係法令の遵守等

	①
	□
	みどりの食料システム戦略の理解

	②
	□
	法令関係の遵守

	③
	□
	環境配慮の取組方針の策定や研修の実施に努める

	④
	□
	※機械等を扱う事業者である場合（該当しない□）
機械等の適切な整備と管理に努める

	⑤
	□
	正しい知識に基づく作業安全に努める


注：（１）又は（３）の④の※で示す場合に該当しない場合は、「該当しない」にチェックし、当該項目のチェック欄へのチェックは不要です。

